
事業番号 - - -

（ ）

令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

令和3年度 4年度活動見込

3.4百万円/12回 -

令和2年度

2.9百万円/12回

12 - -

当初見込み 回 12 12 12 12 12

Ｘ／Ｙ
X：各年度執行額

Y：作成回数

0.2 0.2 0.3 -

計算式

単位当たり
コスト 百万円

　　X/Y 2.3百万円/12回

令和2年度

令和4・5年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算目 令和4年度当初予算 令和5年度要求

情報処理業務庁費 27 38

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和元年度

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 令和元年度

計 50 66

活動内容
（アクティビ

ティ）

毎月１回、内外の経済動向に関する分析を行い、「月例経済報告」の形で政府としての景気判断をとりまとめている。本報告は、「月例経済報告
等に関する関係閣僚会議」に報告した後、公表している.

適時適切な政府内の経済
財政政策のかじ取りに貢献

月例経済報告の作成及び
公表（月1回）

活動実績 回 12 12

重要政策推進枠：3

景気動向調査費

11

諸謝金

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

95% 93% 98%

委員等旅費 0 0

12 17

庁費 11

0 0

- - -

予算
の状
況

-

前年度から繰越し

主な増減理由

執行率（％） 95% 93% 98%

63 59 58 50 66

補正予算 -

- - - - -

2022 府 21 0017

令和4年度行政事業レビューシート 内閣府

主要政策・施策 - 主要経費 その他の事項経費

参事官（総括担当） 水田　豊

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
内閣府設置法第4条第3項第1号

関係する
計画、通知等

-

事業名 国内の経済動向調査等に必要な経費

- -

令和5年度要求

当初予算

担当部局庁 政策統括官（経済財政分析担当） 作成責任者

事業開始年度 平成12年度
事業終了

（予定）年度 終了予定なし 担当課室

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

・国内経済動向に関して、迅速かつ的確な景気判断、経済財政政策に係る調査及び経済動向の分析などを行い、時々の経済情勢や各方面からのニーズに応
じ、質の高い調査分析結果を提供する。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

国内の経済動向について幅広い情報収集体制の確立や調査を行い、マクロ経済の現状や経済財政政策の状況を迅速に把握する。その結果を、主に以下の成
果物に取りまとめ、公表する。
・「月例経済報告」…毎月１回、内外の経済動向に関する客観的な分析・検討を行い、政府としての景気判断を提示。「月例経済報告等に関する関係閣僚会議」
に報告した後に公表。
・「年次経済財政報告」（通称「経済財政白書」）…毎年１回、我が国経済・財政の現状を総合的かつ詳細に分析。閣議において配布の上、公表。
・「日本経済」…毎年１回、「年次経済財政報告」公表後の我が国経済を分析し、公表。

実施方法 直接実施、委託・請負

予算額・
執行額

（単位:百万円）

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

翌年度へ繰越し - - - -

執行額 60 55 57

計 63 59 58 50 66

予備費等 -



- -

「年次経済財政報告」の
ホームページアクセス件数
を対前年度比並またはそれ
以上にすることを目標とす
る

「年次経済財政報告」ホー
ムページにおけるアクセス
件数（※アクセス件数は
サーバに直接アクセスされ
た場合のログを月ごとに集
計した数値であり、閲覧人
数ではない）
（成果実績）÷（目標値）＝
（達成度）（小数点以下第二
位四捨五入）

成果実績 件 23,947 13,509

達成度

-

Ｘ／Ｙ
X：各年度執行額

Y：作成回数

単位当たり
コスト 百万円 0.9 0.8 1

計算式 　　X/Y 0.9百万円/1回

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

124 - -

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
ウェブアクセスログ解析

16,785 - -

目標値 件 26,629 23,947 13,509

令和2年度

　　X/Y 7.7百万円/1回 6.4百万円/1回

1 -

5年度
活動見込

適時適切な政府内の経済
財政政策のかじ取りに貢献

年次経済財政報告の作成
及び公表（年1回）

活動実績 回

1 1 1 1

令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
単位 令和元年度

1 1

86 - -

ウェブアクセスログ解析

定量的な成果目標 成果指標 単位

5 - -
「月例経済報告」関連記事
について、毎月平均、主要
全国紙５紙への記事掲載

掲載記事数
（成果実績）÷（目標値）＝
（達成度）

達成度 ％ 100 100

成果実績 紙 5 5

100 - -

0.8百万円/1回 1百万円/1回

令和2年度 令和3年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度

5 - -

令和2年度 令和3年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度

-

6.4百万円/1回 -

令和2年度 令和3年度 4年度活動見込

Ｘ／Ｙ
X：各年度執行額

Y：作成回数

単位当たり
コスト 百万円 7.7 6.4 6.4 -

計算式

1 - -

当初見込み

56.4

定量的な成果目標 成果指標 単位

令和元年度

目標値 件 138,782

令和元年度

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

令和元年度

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 令和元年度

単位当たり
コスト

目標値

当初見込み 回 1

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
主要全国紙５紙

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

令和3年度 4年度活動見込算出根拠

紙 5

活動目標

達成度 ％ 118.9

活動指標

％ 89.9

単位 令和元年度

回

適時適切な政府内の経済
財政政策のかじ取りに貢献

日本経済の作成及び公表
（年1回）

活動実績 回 1

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和元年度

-

1 1 1 1 1

令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

- 年度 -

1

5

年度

165,057 166,488 -

中間目標 目標最終年度
令和2年度 令和3年度

143,248 - -165,057 166,488

定量的な成果目標

100.9

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

成果指標 単位

活動内容
（アクティビ

ティ）

日本経済が抱える課題の解決に資するため、我が国経済財政の現状を総合的に分析し、毎年１回、閣議において配布。

活動内容
（アクティビ

ティ）

経済財政白書公表後の日本経済の現状を明らかにすることを目的として、毎年１回作成。

-

「月例経済報告」のホーム
ページアクセス件数を対前
年度比並またはそれ以上に
することを目標とする

「月例経済報告」ホーム
ページアクセス件数
（※アクセス件数はサーバ
に直接アクセスされた場合
のログを月ごとに集計した
数値であり、閲覧人数では
ない）
（成果実績）÷（目標値）＝
（達成度）（小数点以下第二
位四捨五入）

成果実績 件



6,597 - -

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
ウェブアクセスログ解析

令和元年度 令和2年度 令和3年度
中間目標

「日本経済」のホームペー
ジアクセス件数を対前年度
比並またはそれ以上にする
ことを目標とする

「日本経済」ホームページに
おけるアクセス件数（※アク
セス件数はサーバに直接ア
クセスされた場合のログを
月ごとに集計した数値であ
り、閲覧人数ではない）
（成果実績）÷（目標値）＝
（達成度）（小数点以下第二
位四捨五入）

成果実績 件 1,601 60

達成度 ％ 76 3.7

3,958 - -

目標値 件

‐ -

単位当たりコスト等の水準は妥当か。 ○
調達は一般競争入札や見積もり合わせにより最も廉価な業
者に発注するなど、経費削減を図っている。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ‐ -

‐ -

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。 ○

各公表物作成の際の、印刷・デジタル化業務、委託調査業
務、物品購入等においては、毎年、印刷部数を見直すこと
や、一般競争入札や見積もり合わせを実施し、最も廉価な業
者に発注するなどして低コストで実施できるよう取り組んでい
る。

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○ 各調査分析の内容に則して、適切に費用を計上している。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐ -

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載 チェック

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○
印刷業務や委託調査は一般競争入札や見積もり合わせによ
り最も廉価な業者に発注するなど、経費削減に取り組んでい
る。
市場価格調査に掲載するなど広く業者に周知したものの、結
果的に一者応札や一者応募となった案件がある。
競争性のない随意契約としているデータベース等は会計法第
二十九条の三第四項にある「契約の性質又は目的が競争を
許さない場合」に該当するものであることから競争性のない随
意契約としているが、毎年、分析業務に真に必要なものを見
直している。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

有

競争性のない随意契約となったものはないか。 有

受益者との負担関係は妥当であるか。

国
費
投
入
の
必
要
性

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。 ○

　政府が経済財政運営を適切かつ機動的に行うためには、政
府自ら日本国内の景気動向等を迅速かつ的確に把握するこ
とが必要不可欠である。また、年次経済財政報告や月例経済
報告などの成果物は、政府の経済財政運営に活用されてい
ると共に、広く国民にも利用されている。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○
　政府が経済財政運営を適切かつ機動的に行うためには、政
府自ら日本国内の景気動向等を迅速かつ的確に把握するこ
とが必要不可欠である。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

○
適切かつ機動的な経済財政運営を行うために、国内経済動
向の分析は必要不可欠であり、優先度は高い。

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

-

該当箇所

事業所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明

政策評価書
URL

https://www8.cao.go.jp/hyouka/r2hyouka/r2jigo/r2jigo-top.html

該当箇所 ４．経済財政政策

新
経
済
・
財
政
再

生
計
画
改
革
工
程

表
 
2
0
2
1

取組
事項

分野： - -

（新経済・財政再生計画改革工程表 2021）
URL：

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画

と
の
関
係

政
策
評
価

政策 ４．経済財政政策

施策 ４．経済財政政策に関する施策の推進

-

2,106 1,601 60 - -

目標最終年度

- 年度 - 年度

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位



現
状
通
り

一者応札については、引き続き、市場価格調査を行い多数の業者に呼びかけを行うなどして、入札参加企業を増やすことに努める。また、仕様書を
工夫して作成するなど、公示期間を2週間以上とり幅広く周知するよう取り組み、より一層の効率化を図る。

備考

内閣府「月例経済報告」　http://www5.cao.go.jp/keizai3/getsurei/getsurei-index.html
内閣府「年次経済財政報告」http://www5.cao.go.jp/keizai3/whitepaper.html
内閣府「日本経済」　http://www5.cao.go.jp/keizai3/whitepaper.html#nihonkeizai

関
連
事
業

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

事業名事業番号

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 ○

令和３年度のアクセス件数は、「月例経済報告」は143,248件
で達成度86%となった。新型コロナウイルス感染拡大の影響
により注目度が高まった昨年度の件数には及ばないものの、
感染拡大の影響を受けていない平成30年度よりも高い値を
達成した。

「日本経済」は3958件となり、昨年度と同時期に公開したと仮
定した場合でも、昨年度の件数を上回った。

また、「月例経済報告」や「年次経済財政報告」、「日本経済」
は、公表されると主要全国紙には毎回必ず取り上げられると
ともに、主要紙以外の新聞やその他メディアにも取り上げられ
るなど、国民に広く周知されている。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

○

各公表物作成の際の、印刷・デジタル化業務、委託調査業
務、物品購入等においては、一般競争入札や見積合わせを
実施し、最も廉価な業者に発注するなどして低コストで実施で
きるよう取り組んでいる。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○ 各公表物を当初見込み通り公表できている。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○

「年次経済財政報告」や「月例経済報告」などの成果物は、政
府の経済財政運営に活用されている。
民間団体からの依頼による講演やＨＰへの掲載によって広く
国民に周知されている。
各報道機関や民間企業等から各公表物が公表されたのち、
各々の経済分析に使用するために参考にしたい、内容を詳し
く教えてほしいといった問合せ等もあり、広く活用されている。

点検結果

　毎月、「月例経済報告」を滞りなく作成するとともに、「経済財政白書」等において、時宜に応じたテーマに基づく分析を実施することで、政府内で
の景気認識の共有や、日本経済が抱える課題解決等への貢献が図られている。
　また、公表物のHP掲載をはじめ、様々な媒体を通じての国民への情報発信等が行われている。
　公表物の周知に関して、特に「月例経済報告」については、HPへのアクセス件数が新型コロナウイルス感染拡大前を上回り、毎月、全国紙や地
方紙など幅広く掲載されるなど広く国民に周知されている。
　限られた予算の中で、必要なデータベースを厳選のうえ調達・活用し、時々の経済情勢や各方面からのニーズに応じた質の高い調査分析結果
を提供しているほか、各種報告書の印刷・デジタル化業務、委託調査業務、物品購入等においては、毎年、印刷部数を見直すことや、一般競争
入札や見積もり合わせを実施し、最も廉価な業者に発注するなど経費削減に取り組んでいる。
　令和３年度の予算執行率を見ると、99％となり、令和２年度から水準を維持している。

改善の
方向性

　引き続き、エビデンスに基づく質の高い「月例経済報告」や「経済財政白書」等を作成することより、適時適切な政府内の経済財政政策のかじ取
りに貢献する。
　その中で、今後とも時々の経済情勢や各方面からのニーズに応じたヒアリングやアンケート調査を行い、情報を収集するとともに、限られた予
算の中で、調達するデータの厳選を行うほか、一般競争入札や見積もり合わせによる委託先の選定を行い、更なる業務の効率化及び効率的な
予算の執行に努める。
　また、業務請負については、執行額や落札状況を精査し、毎年積算を見直すなどして、引き続き、効率的な予算執行ができるよう努める。
　一者応札への対応方針としては、仕様書を工夫して作成するほか、公示期間を長くするなど幅広く周知できるよう努める。

外部有識者の所見

点検対象外

行政事業レビュー推進チームの所見

現
状
通
り

一者応札の現状について、引き続き参入可能な事業者の事前調査及び参入要件の緩和を検討するなど、一者応札の是正に努めること。

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

点
検
・
改
善
結
果



-

※令和3年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

内閣府 0017

令和3年度

令和2年度 内閣府 0016

00172021 府 20

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

平成26年度 0024

平成27年度 0020

平成30年度 0016

令和元年度

平成28年度 0017

平成29年度 0016

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成23年度 0037

0042

平成25年度 0022

平成24年度

内閣府
５７．４百万円

国内経済の動向調査等に係る調査業務

【一般競争入札（総合評価）】

Ｃ．民間会社
（10機関）

３４．２百万円

国内経済の動向調査等に係るデータ購入・物品購入

Ｄ．民間会社

（３機関）
１．４百万円

国内経済の動向調査等に係る物品購入

【随意契約（特命）】等

【随意契約（少額）】

国内経済の調査・分析・公表等

事務費

０．２百万円

諸謝金、職員旅費、委員等旅費、等

【一般競争入札（最低価格）】

国内経済の動向調査等に係る印刷業務等

Ａ．民間会社
（５機関）

１２.２百万円

Ｂ．民間会社
（１機関）
９.４百万円



　

支出先上位１０者リスト

A.

B

C

- - -

9
マークラインズ株式
会社

5010401043352
自動車産業ポータル
MARKLINESの利用

0.5
随意契約
（その他）

-

8
株式会社ナウキャス
ト

8010001165825 NowcaSTatsの利用 0.7
随意契約
（その他）

- -

10
東日本電信電話株式
会社

8011101028104 ADSL回線 0.1
随意契約
（少額）

- - -

-

7 ポスタス株式会社 4010401149621 日経テレコン21の利用 1.7
随意契約
（その他）

- - -

6
株式会社ナウキャス
ト

8010001165825
JCB消費NOWのデータの利
用

2.6
随意契約
（その他）

- -

3
ジーエフケーマーケ
ティングサービスジャ
パン株式会社

9011201002271 GfKジャパンデータの利用 4.7
随意契約
（その他）

- - -

- - -

5

ビューロー・ヴァン・ダ
イク・エレクトロニッ
ク・パブリッシング株
式会社

2010401086536 OSIRISの利用 2.6
随意契約
（その他）

-

4
日経メディアマーケ
ティング株式会社

7010001025724
ポスタスマクロデータの利
用

3
随意契約
（その他）

- -

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
日経メディアマーケ
ティング株式会社

7010001025724
NEEDS-Financial QUESTの
利用

11.6
随意契約
（その他）

-

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

- -

2
ブルームバーグ・エ
ル・ピー

8700150002453
ブルームバーグの情報
サービスの利用

6.7
随意契約
（その他）

- - -

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
株式会社帝国データ
バンク

7010401018377
カーボン・ニュートラルが企
業活動に及ぼす影響につ
いて

9.4
一般競争契約
（総合評価）

1 -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

-

-

5
扶桑速記印刷株式会
社

9010001027784 速記（月例経済報告） 0.4
一般競争契約
（最低価格）

3 - -

4
株式会社エァクレー
レン

4010401004009
年次経済報告書・月例経済
報告の和文英訳業務

0.5
随意契約
（少額）

- -

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 日経印刷株式会社 7010001025732
年次経済財政報告に係る
印刷・HP作成業務

6.4
一般競争契約
（最低価格）

1 - -

2 - -

3 日経印刷株式会社 7010001025732 日本経済に係る印刷業務 1
一般競争契約
（最低価格）

1

2 株式会社ワコー 2010001032733
月例経済報告・最近の経済
動向メモに係る印刷業務

3.9
一般競争契約
（最低価格）

- -

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載 チェック

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

データ購入 NEEDS-Financial QUESTの利用 11.6 物品購入 スタンドアロンPCの購入 1

計 11.6 計 1

費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 6.4 計 9.4

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.日経印刷株式会社 B.株式会社帝国データバンク

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

印刷業務及び
デジタル化業
務

年次経済財政報告に係る印刷・HP作成業務 6.4 調査費
カーボン・ニュートラルが企業活動に及ぼす
影響について

9.4

C.日経メディアマーケティング株式会社 D.株式会社マウスコンピューター

費　目 使　途
金　額

(百万円）



D

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

-

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 D
みずほリース
株式会社

3010401094447
パーソナルコンピュータ等
の賃貸借等

0.3

ﾌﾞﾛｯｸ
名

契　約　先 法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）

一般競争契約
（最低価格）

1 -

- - -

2
みずほリース株式会
社

3010401094447
パーソナルコンピュータ等
の賃貸借等

0.3
国庫債務負担

行為等
1

1
株式会社マウスコン
ピューター

2010501029279 スタンドアロンPC等の購入 1
随意契約
（少額）

- -

3
株式会社インター
ネットイニシアティブ

6010001011147 ＩＩＪプロバイダ使用料 0.1
随意契約
（少額）

- - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）


